
貸　借　対　照　表
（令和2年3月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資　産　の　部 負　債　の　部

流動資産 991,209 流動負債 946,873

　現金及び預金 397,559 　買掛金 27,501

　売掛金 529,535 　リース債務 18,215

　貯蔵品 38,167 　未払金 755,360

　前払費用 14,779 　未払費用 74,307

　未収入金 10,664 　未払法人税等 11,620

　短期貸付金 370 　未払消費税等 16,821

　その他流動資産 224 　前受金 24,878

　貸倒引当金 △ 90 　預り金 4,081

  　賞与引当金 14,086

固定資産 729,414   

 有形固定資産 647,689 固定負債 343,052

　建物 321,074 　長期預り保証金 39,148

　構築物 60,406 　退職給付引当金 247,036

　機械及び装置 3,994 　リース債務 56,866

　車両及び運搬具 180

　工具器具及び備品 67,768

　土地 156,676

　リース資産 37,589 負債合計 1,289,925

純 資 産 の 部

 無形固定資産 67,203 株主資本 430,698

　電話加入権  　 5,533 　資本金 1,508,550

　ソフトウェア 28,767 　利益剰余金　 △ 1,077,851

　リース資産 32,903 　　その他利益剰余金 △ 1,077,851

　　　繰越利益剰余金 △ 1,077,851

 投資その他の資産 14,520

　差入保証金 12,331

　長期前払費用 2,179

　その他の投資 10 純資産合計 430,698

資産合計 1,720,623 負債・純資産合計 1,720,623



損　益　計　算　書

（単位：千円）

科 目

　売上高 3,689,779

　売上原価 496,792

　　売上総利益 3,192,987

　販売費及び一般管理費 3,267,571

　　営業損失（△） △ 74,584

　営業外収益

　 受取利息 4

　 雑収入 7,809 7,813

　営業外費用

　 雑損失　　 266 266

　　経常損失（△） △ 67,037

　　税引前当期純損失（△） △ 67,037

　法人税、住民税及び事業税 2,754

　　当期純損失（△） △ 69,791

金 額

自　平成31年4月 1日

至　令和 2年3月31日



株主資本等変動計算書

（単位：千円）

株主資本

利益剰余金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成31年4月1日残高 1,508,550 △ 1,008,059 △ 1,008,059 500,490 500,490

事業年度中の変動額

　当期純損失（△） － △ 69,791 △ 69,791 △ 69,791 △ 69,791

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － － － －

事業年度中の変動額合計 － △ 69,791 △ 69,791 △ 69,791 △ 69,791

令和2年3月31日残高 1,508,550 △ 1,077,851 △ 1,077,851 430,698 430,698

純資産合計

資本金

利益剰余金合計

株主資本合計

自　平成31年4月 1日
至　令和 2年3月31日



個 別 注 記 表
１　重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）　棚卸資産の評価方法及び評価基準

　　低下に基づく簿価切下げの方法）によっています。

（2）　固定資産の減価償却方法

　　　（5年）に基づく定額法によっています。

　　③　リース資産　

　　　ース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっています。

（3）　引当金の計上方法
　　①  貸倒引当金

　　　より計上しています。
　　　
　　②  賞与引当金　

　　　負担額を計上しています。

　　③　退職給付引当金

　　　退職金共済制度による給付額を控除した額を計上しています（簡便法）。

（4）　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　①　消費税等の会計処理

　　　　消費税等の処理方法は、税抜方式によっています。

　　②  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。

２　追加情報

　も休業中です。

３　貸借対照表に関する注記

（1）　有形固定資産の減価償却累計額

（2）　関係会社に対する短期金銭債権

　　　　　　　　　　   短期金銭債務

４　損益計算書に関する注記

　　関係会社との取引

　　売上高

　　その他の営業取引高

貯蔵品は、移動平均法による原価法（貸借対照表計上額については収益性の

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産については、リ

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

従業員に対する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務から、特定

① 有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法によっています。

② 無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法によっています。

453,709千円

107,433千円

1,080,085千円

新型コロナウイルス感染拡大による緊急事態宣言や休業要請を受け、令和 2年

4月8日から、当社が管理運営している諸施設を順次休業し、令和 2年 5月 22日現在

193,206千円

1,416,431千円



５　株主資本等変動計算書に関する注記

（1）　当事業年度末の発行済株式の総数

（2）　当事業年度末の自己株式数

（3）　無償取得の自己株式数

６　税効果会計に関する注記

７　金融商品に関する注記

（1）　金融商品の状況に関する事項

（2）　金融商品の時価等に関する事項

　　　については、次のとおりです。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

① 現金及び預金

② 売掛金

③ 未払金

　（注1）時価の算定方法

　　① 現金及び預金、② 売掛金、並びに③ 未払金

　（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

貸借対照表計上額

長期預り保証金

令 和 2 年 3 月 31 日 に お け る 貸 借 対 照 表 計 上 額 、 時 価 及 び こ れ ら の 差 額

債 権 で あ る 売 掛 金 は 、 顧 客 の 信 用 リ ス ク に 晒 さ れ て い ま す 。 当 該 リ

あり、その全額に対し評価性引当額を計上しています。

スクに関しては、売掛金管理規程に沿ってリスク低減を図っています。

529,535

397,559

な お 、 時 価 を 把 握 す る こ と が 極 め て 困 難 と 認 め ら れ る も の は 、 次 表
には含めていません（（注2）を参照ください）。

529,535

めて困難と認められるため、時価開示の対象としていません。

普通株式　301,710株

普通株式　 10,437株

10,437株

債務である未払金は、そのすべてが 1年以内の支払期日です。

繰 延 税 金 資 産 の 発 生 の 主 な 原 因 は 、 退 職 給 付 引 当 金 及 び 賞 与 引 当 金 等 で

長期預り保証金は、業務委託先より受け入れた営業保証金です。

がなく、かつ、その実質的な預託期間を算定することが困難であり、合理

業務委託先から預託されている保証金のうち、上記については市場価格

的なキャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極

39,148千円

＊ 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。

(755,360)

397,559

(755,360)

ら、当該帳簿価額によっています。

－ 

－ 

－ 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか



８　関連当事者との取引に関する注記

（1）　主要株主

（単位：千円）

会社等 議決権等の所有 関連当事者

の名称 （被所有）割合 との関係

被所有 業務の受託・ 受託収入等

建物の賃借等

役員の兼務 建物賃料等

　交渉の上で決定しています。

　されています。

　れています。

９　1株当たり情報に関する注記　　　　　　　

（1）　1株当たり純資産額 1,478円67銭（自己株式数を控除後）

（2）　1株当たり当期純損失 239円60銭（自己株式数を控除後）

属　性

兵庫県

（注）

売掛金
主　要
株　主

科　目

１ 受託収入等の価格その他の取引条件は、市場の実勢価格等を参考にして、

直接85.8%

取引の内容 取引金額

1,080,085

193,206

２ 建物賃料等は、交渉の上で決定していますが、土地の賃料については免除

３ 取引金額には消費税等が含まれていません。期末残高には消費税等が含ま

未払金

期末残高

453,099

107,433

未収入金 610


